













クホルダー（利害関係者）に付加価値をもたらす存在」（Ulrich, Brockbank, Johnson, Younger 
& Sandholtz, 2008, p. ⅶ，邦訳，ⅰ頁）である。国外ではこのような人事プロフェッショナル
に関する体系的な研究が行われていて，その成果は国内においても書籍として紹介されつつあ




























関する書籍の多くは，Ulrich らによって公刊されているものである（Ulrich, 1997; Ulrich & 
Brockbank, 2005; Ulrich et al., 2008; Ulrich, Allen, Brockbank, Younger & Nyman, 2009; 






成し遂げる過程において顕在化させる知識，スキル，そして態度」（Ulrich et al., 2008, p. 22，










1）  　Ulrich らの世界の各地域における研究支援組織については，Ulrich et al.(2008), pp. ⅶ - ⅸ，邦訳，ⅵ〜ⅸ
頁を参照されたい。
2）  　人事コンピテンシー調査，とりわけ第 5 回の調査の対象や方法について詳しくは，Ulrich et al.(2008), pp. 
25-34，邦訳，30 〜 39 頁を参照されたい。
151人事コンピテンシーに関する予備的分析
本研究の問題意識に立脚して Ulrich et al.（2008）の貢献を検討した場合，とりわけ興味深
いことは次の 2 点になろう。
1 つは，人事プロフェッショナルのコンピテンシーを捉えるコンピテンシー・モデルを提示

















もう 1 つは，コンピテンシーと成果の関係について実証的に分析している点である。Ulrich 
et al.（2008）は 130 の設問を用いて第 5 回人事コンピテンシー調査を実施し，そこで収集さ
れたデータを基に因子分析を行い，人事プロフェッショナルが保有しているコンピテンシーの
6 因子を導き出した。この 6 因子を整理したものこそが上記のコンピテンシー・モデルである。
さらに，Ulrich らはこの 6 因子が人事プロフェッショナル個々人の生み出す業績や人事プロ
フェッショナルが属する事業単位の全般的な業績に与える影響について回帰分析を用いて明ら
かにしている。このような Ulrich et al.（2008）の人事コンピテンシーと個人や組織の成果に
関する枠組みは，複数回のテストによって一定の妥当性と信頼性が保たれたものであり，我々
の調査研究における基盤に相応しいことは言うまでも無い。
このように，大規模な質問票調査と統計解析に裏付けられた Ulrich et al.（2008）の人事コ
ンピテンシー・モデルを中心とした理論的枠組みは体系性や共通性に富んだものと言えよう。
3）  　人事コンピテンシー・モデルの変遷について詳しくは Ulrich et al. (2013), pp. 17-26，邦訳，37 〜 47 頁を
参照されたい。
4）  　例えば，南山大学の中村和彦氏は経営行動科学学会 16 回大会（2013 年 10 月 26 〜 27 日：名古屋大学）












































を促進する」の 2 つである。第 3 に，「ビジネスの協力者」には，「バリューチェーンへの貢献」
と「バリュ ・ープロポジションの明確化」という構成要素が含まれる。第 4 に，「人材の管理者・
組織の設計者」は，「能力開発を行う」と「組織を作る」という 2 つの具体的な人事コンピテ
ンシーから構成される。第 5 に，「戦略の構築家」の構成要素は，「戦略的な敏捷性の維持」と








































4 件あったため，以下の分析ではその 4 票を取り除いた 140 名のデータを用いている。
調査対象者の基本属性については，性別は男性が 69.3％，女性が 29.3％と男性が過半数を占








まず，人事コンピテンシーについて，上述のとおり Ulrich et al.（2008）では 6 つのコンピ
テンシー領域とその中に含まれるいくつかの因子が紹介されているものの，それらを測定する
具体的な質問項目が掲載されていなかったことが作成過程において特に工夫を行った理由であ































ナルの経験談に関する講演の質的データの分析から Ulrich et al.（2008）では無かったコンピ
テンシーが 1 つ見出され，全部で 7 種類のコンピテンシーに関する質問項目が設定された。
第 1 に，「信頼される行動家」である。信頼される行動家とは，「信頼され（尊敬され，感心
され，そして耳を傾けられる），かつ行動する（理念を示し，立場をはっきりさせ，仮説を問







5）  　Ulrich et al.（2008）が挙げている全ての因子を質問項目に採用しなかった理由の 1 つは，質問項目数が











第 2 に，「業務遂行者」である。業務遂行者とは，「人材と組織の管理業務を遂行する」（Ulrich 




















に機能させるようにする」（Ulrich et al., 2008, p.35, 邦訳，41 頁）ことを表す。Ulrich et al.（2008）
の下位因子のうち「能力開発を行う」因子と「組織を作る」因子の 2 つをピックアップして下
位次元を設定した。前者については，「私は，従業員の成長を常に考えて自身の業務を行って
5）  　Ulrich et al.（2008）が挙げている全ての因子を質問項目に採用しなかった理由の 1 つは，質問項目数が















どうやって『勝つ』ことができるのかということに対して洞察する」（Ulrich et al., 2008, p.35，




































欠かせない人材を把握している。」という 6 つの項目が 1 つの因子に収束した。Ulrich et 
al.（2008）の文化と変革の執事の「文化を想造する」因子の 3 項目と戦略の構築家の「戦略的










の 3 項目，Ulrich et al.（2008）の信頼される行動家の「誠実に行動し，結果を出す」因子の

















という 3 項目が 1 因子に収束した。これら 3 つは Ulrich et al.（2008）の文化と変革の執事の「変
革を導く」で設定した項目と同じものが抽出されていることから，他の因子名と表現を合わせ





を上手く利用して業務を行っている。」という 3 つの項目が 1 つの因子に収束した。これら 3
つは Ulrich et al.（2008）の業務遂行者の「人事テクノロジーを促進する」で設定した項目と





係する法律を把握している。」，「私は，労働に関する法律を理解している。」という 3 項目が 1
因子に収束した。これら 3 つは Ulrich et al.（2008）の業務遂行者の「職場におけるポリシー
を実行する」で設定した項目と同じものが抽出されていることから，他の因子名と表現を合わ









いる価値を具体的に理解している。」という 8 つの項目が 1 つの因子に収束した。Ulrich et 
al.（2008）のビジネスの協力者の「バリューチェーンへの貢献」因子の 3 項目，ビジネスの協
力者の「バリュー・プロポジションの明確化」因子の 3 項目，人材の管理者・組織の設計者の









1 因子に収束した。Ulrich et al.（2008）の信頼される行動家の「誠実に行動し，結果を出す」
因子のうち 2 項目，人材の管理者・組織の設計者の「能力開発を行う」因子の 1 項目，人材の







りに取り組んでいる。」という 3 つの項目が 1 つの因子に収束した。これら 3 つは Ulrich et 
al.（2008）の信頼される行動家の「信頼関係を結ぶ」で設定した項目と同じものが抽出されて





る喜ばしいもしくは肯定的な感情」（Locke, 1976, p. 1300）であり，人間の短期的な心的エネ



































自分で決めることができる。」という 6 つの項目が 1 つの因子に収束した。Spreitzer（1995, 












を見出している。」，「私は，自分の仕事はとても重要だと思う。」という 3 つの項目が 1 つの因





















有値 1 を超える因子が 2 つ抽出され，上記想定通りの因子構成となった（紙幅の都合上，因子
分析結果の表は割愛）。組織成果の信頼性係数を求めたところ，組織業績は 0.92 と十分に高く，


























性別 -.03 .09 .00 .06 .00 -.13
年齢 .26 .09 .32* .23 .04 -.10
役職 -.05 .14 -.07 -.04 .07 -.09
勤続年数 -.31* -.14 -.16 -.33* -.08 .20
従業員把握 -.11 .21* .06 -.16 .30* -.02
公正支援 .09 .02 -.01 .20 -.11 .07
顧客へのエンゲージメント .16 -.01 -.12 .18 .04 -.04
変革リード .10 .20* -.07 .05 -.22 .08
人事テクノロジーの促進 -.03 .17* -.03 -.06 .13 .24*
職場ポリシーの実行 -.07 -.06 .37*** -.04 -.10 -.01
ビジネスへの貢献 .38** .22* .31** .38** .17 .26
誠実行動 .16 -.05 .05 .07 -.03 -.08
信頼関係構築 -.09 .14 .12 .06 .11 .08
修正済み R2 .24 .53 .43 .31 .05 .17
F 値 4.11*** 12.09*** 8.72*** 5.60*** 1.55 2.97**
注 1 ：*p<.05, **p<.01, ***p<.001












































































































第 1 に，日本における人事コンピテンシーは，9 因子から構成されたことである。具体的には，
「従業員把握」，「公正支援」，「顧客へのエンゲージメント」，「変革リード」，「人事テクノロジー
の促進」，「職場ポリシーの実行」，「ビジネスへの貢献」，「誠実行動」，「信頼関係構築」の 9 つ
が見出された。Ulrich et al.（2008, 2013）では欧米諸国をはじめ，世界中の人事プロフェッショ
ナルを対象に人事コンピテンシーに関する質問票調査が実施されてきた。ところが，日本にお
ける人事コンピテンシー調査は筆者らの知る限り存在しない。確かに，労務行政研究所編（2010）








































でなく，人材そのものが有する戦略性にも注目される（Lepak, Liao, Chung & Harden, 2006）。
それゆえ，理論的には戦略と人事システムの適合ロジックとして，従業員の役割行動に着目す
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A Preliminary Analysis of HR Competencies
Naoyuki ZUSHI & Kosuke IGAWA
Abstract
The purpose of this study is to quantitatively analyze the relationship between human 
resource competencies and individual/organizational performance. The data used in this 
paper was collected from responses to a questionnaire received from 140 HR professionals. 
The results of the quantitative survey revealed mainly the following two findings. First, HR 
competencies in Japan are composed of nine factors. Specifically, these are “awareness of 
employees,” “fair support,” “customer engagement,” “change lead,” “promotion of HR 
technology,” “implementation of workplace policies,” “contribution to business,” “sincere 
behavior,” and “building of confidential relationship.” Second, the competence of 
“contribution to business” in particular had a positive influence on both individual 
performance (job satisfaction and empowerment) and organizational performance 
(organizational record and personnel record). These results demonstrate the originality of 
this study in conducting a survey on the relationship between HR competencies and 
individual/organizational performance and verifying the importance of strategic behavior 
by HR professionals.
